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研究成果の概要（和文）： 本研究は、47都道府県の公立中・高校における女性校長第1号の登用とキャリアについて、
女性小学校長第1号とも比較しつつ、歴史的に照射することを意図する。研究方法は、公的統計資料、地方新聞、地方
教育史等による資（史）料と面接調査データに基づき、中高併せて特定できた107名の第1号の基礎データを分析した。
　結果、第1号登用は、1940年代と1980年代以降に政策要因に関わる2つの山があったこと、また、キャリア面では、指
導主事経験や高い学歴キャリアが地位形成への主要なチャンネルとして機能していたこと、教頭経験を有する同校昇任
人事というキャリア・パターンなどが特徴的であることを実証的に論じた。
 

研究成果の概要（英文）： This study examines the historical perspectives regarding the appointment and 
careers of the first female principals in public middle and high schools in all 47 prefectures in 
comparison with the first female principals in public elementary schools.　The research methodology 
analyzes basic data for 107 female principals in Japanese middle and high schools. The data sets are 
derived from statistical materials from the Ministry of Education,local newspapers，historical documents 
related to local education history　and data from interview surveys.
 The results reveal that the appointment of the schools’ first female principals peaked twice as a 
result of policy factors, once in the 1940s and again in the 1980s or later. Additionally, the results 
empirically demonstrate that experience as educational supervisor appointed by a board of education and 
accomplishments in one's academic career functioned as primary channels for principals' status 
attainment.

研究分野：教育社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
安倍晋三政権は「女性の活躍推進」を成長

戦略の中核に位置づけて、すべての女性が輝

く社会を作るとした。また、「社会のあらゆ

る分野において、2020 年までに、指導的地

位に女性が占める割合が、少なくとも 30％程

度になるよう期待する」とし、この達成に向

けて様々な議論や取組が展開されている。し

かし、未だ、政治、行政、経済を始め多くの

分野において政策・方針決定過程への女性の

参画は十分ではなく、男女共同参画社会基本

法の制定から十数年余り経た現在も大きな

課題となっている。 

教育分野における女性管理職の登用につ

いてはどうであろうか。女性小学校長の登用

とキャリアは高野①らにより概ね明らかにさ

れているものの、中学校と高校の女性校長に

ついては殆ど検討されて来なかった。 

学校制度に基づく教職は、明治以来の長い

歴史をもち、学校段階で差があるものの女性

が比較的多く参入してきた職業分野である。

研究開始当初の 2012 年度文部科学省「学校

基本調査」にみる女性教員比率は、公立小学

校（以下、小学校）では 63.0％（2013 年度

62.8%、2014 年度 62.7%）を超えているが、

公立中学校（以下、中学校）では 42.7％

（42.9％、43.0%）、公立高等学校（以下、高

校）（全日制＋定時制）では 31.1％（31.5％、

31.8%）と、学校段階が上がるにつれて女性

比率は下がる。 

女性管理職比率についても同様の傾向が

見られる。小学校の女性校長比率は 18.6％

（2013 年度 18.6％、2014 年度 19.5%）、副

校長 27.6％（27.4％、27.7%）、教頭 21.5%

（21.2％、21.3％）、中学校では、校長 5.6％

（5.8％、5.8%）、副校長 11.0％（10.1％、9.7%）、

教頭 7.9％（7.9％、8.0）、高校は、校長 5.8％

（6.2％、6.7%）、副校長 8.2％（9.1％、9.4%）、

教頭 7.5％（7.5％、7.3%）と、学校段階の上

昇とともに女性教員比率同様、女性管理職の

割合も下降する。ただし、2012年、2013年

につづいて 2014 年の高校の女性校長比率は、

中学校より 1ポイント弱高くなっている。 

諸外国においても同様の傾向がみられ、女

性教員の割合は教育分野では優位に立って

いるものの、中等教育段階以上における女性

管理職の数の少なさはすでにさまざまに指

摘されているところである。 

このように、学校教育分野における意思決

定場面での男女共同参画は低率段階にあり、

先述のように 2012年度中学校（5.6％）と高

校（5.8％）の女性校長比率は、小学校の女性

校長比率（18.6％）のおよそ 3分の 1に過ぎ

ない。学校教育の場も社会の縮図的側面を多

分に持ち、学校管理職は長い間男性で占めら

れてきたが、本研究では、戦後初の女性校長

というポストに就くことにより、女性教員ひ

いては女性の社会的地位に新分野を拓いた

女性公立学校長に焦点をあてようとするも

のである。我が国の女性校長の割合は、未だ

低率段階にあるものの、各校でリーダーシッ

プを発揮し意思決定役割を担う女性校長は、

他の職業分野に先駆けて、女性リーダーとし

てパイオニア的役割を果たしたといっても

過言ではない。 

前述のように、小学校の登用とキャリアに

ついては、概ね明らかにされているが、中学

校・高等学校の女性校長第 1 号(以下、第 1

号)の登用過程とそのキャリアについては殆

ど検討されて来なかった②。この点に本研究

の意義と役割を見出すことができよう。 
 
２．研究の目的 
本研究の対象者は、「管理職は男性の聖域」

というジェンダー図式修正の一翼を担った

女性教員に置かれている。女性管理職のパイ

オニア期を担った各県初の女性校長の登用

過程を歴史的に明らかにする作業は、男女共

同参画社会を男性とともに担う性、すなわち、

もう一方の自律的な担い手であるべき女性

のさらなる向上に資するものと考える。そこ



で本研究は、47都道府県（以下、県）の公立

中学校と公立高校の女性校長登用のパイオ

ニア期を担った第 1号の登用過程とキャリア

を、女性小学校長第 1号とも比較しつつ、＜

教職ジェンダー＞というフィルターをとお

して歴史的に照射することを意図する。なお、

ここでの女性校長のキャリアとは、校長登用

前キャリア、学歴キャリア、担当教科などと

する。 
 
３．研究の方法 
研究方法は、統計調査とデータ収集および

インタビュー調査等による量的・質的調査に

よる。第 1号のデータ収集には、文部科学省

（旧文部省）および各県統計資料、校長発令

時等に関わる地方新聞、地方教育史、地方女

性史、全国退職女性校長会機関誌や女性校長

自身による回想録や学校記念誌、追悼集等で

ある。併せて、3 県の中・高校の第 1 号、4

人へのインタビュー調査も基礎資料として、

分析をする際に随所で活用した。面接調査は

2012年 9月～2014年 3月にわたって、本研

究の代表者により指定の場所において、1 人

あたり 1時間半から 3時間程度の時間をかけ

て聞き取り調査を実施した。インタビュー時

には、勤務経験の詳細や、管理職へのキャリ

ア形成の契機やプロセス、家庭と仕事のバラ

ンス、管理職についての考え、女性が管理職

になることについての考えなどを聞きとっ

た。その内容は ICレコーダーなどに録音し、

逐語的に文字化したものを分析の対象とし

た。 
 
４．研究成果 
学校教育の場も社会の縮図的側面を多分

に持ち、学校管理職は長い間男性で占められ

てきたが、本研究では、戦後初の女性校長と

いうポストに就くことにより、女性教師ひい

ては女性の社会的地位に新分野を拓いた女

性公立中学校・高等学校長の登用とキャリア

に焦点をあてた。なお、概ね明らかにされて

いる女性公立小学校第 1号の登用とキャリア

についても、必要に応じて検討材料とした。 

各校でリーダーシップを発揮し意思決定

役割を担う女性校長は、他の職業分野に先駆

けて、女性リーダーとしてパイオニアとして

の役割を果たしたといっても過言ではない

であろう。 

以下、女性校長第 1号を中心とした女性校

長の登用とキャリアについて、大きく 3つに

研究成果をまとめておきたい。 

 

（1）女性公立小・中・高校長第１号の登用 

収集した小学校 68人、中学校 54人、高校

53 人のデータから次のことが明らかになっ

た。 

①登用が集中した時期 

図 1にみるように、集中して登用が進行し

た時期が 2 つある。一つは戦後すぐの 1940

年代（小学校 39県、中学校 11県、高校 1県）

と、もう一つは 1980年代以降（小学校 1県、

中学校 21県、高校 39県）であり、全国的に

第 1号登用が行われている。 

 
図 1「女性公立小・中・高校長第 1号登用県

数の推移（1940年代～2000年代）」 

資料出所：文部省「文部省年報」・文部科学

省「学校基本調査報告書」各年度版、全国退

職女性校長会（梅の実会）『創立 40年記念誌 

梅かおる』1999年 10月、pp.41－47等に基

づき筆者作成。 

 

②登用を促した政策要因 

小学校第 1号の登用の初期段階は、教育に

おける民主的な政策要因により、「アファー



マティブ・アクション (積極的格差是正策)」

とも言うべき教育行政機関の積極的関与に

よりもたらされた。第 1号が出揃った以降は、

男女共同参画推進の一連の動きが、女性校長

の登用の追い風として機能し、高い数値では

ないものの、順調に推移している。2014 年

度現在、小学校の場合、女性校長比率 19.5％

とまだまだ低率ではあるものの、第 1 号は

1946年に始まり 34（1946－1980）年かけて

出揃い、2014 年度現在、47 都道府県で女性

の校長が任用されている。 

中学校は、女性校長比率は 5.8%と低く、

本研究で明らかになったように、第 1号の登

用は 1947年に始まり、48（1947－1995）年

かけ女性校長第 1 号が 47 都道府県で出揃っ

た。2014 年度現在、小学校同様、一人以上

の女性の校長が 47 都道府県で任用されてい

る。 

高校は、2014 年度現在女性校長比率は

6.7%であり、中学校と同様に低率である。第

1号登用は、最も早かった福岡県（1948年）

に始まり、全県に出揃うまでは 61 年（1948

－2009年）の長き年月を要している。 

以上のように、小・中・高の第 1号登用は、

第Ⅰ期1940年代と第Ⅱ期1980年代以降とい

う２つの山があったことを指摘した。 

第Ⅰ期の女性登用は、婦人解放や教育刷新

を始めとする一連の占領政策の一環として

もたらされたものであり、教育行政機関の主

導によって女性校長は実現を見たのである。

女性校長登用の初期段階においては、「アフ

ァーマティブ・アクション (積極的格差是正

策)」とも言うべき教育行政機関の積極的関与

による「一本釣り」人事に頼らざるを得ない

ものであった。それゆえ、第 1号の役割を担

うことになった者は、地方軍政部教育局の意

向を受けた県や市町村の教育行政機関のリ

ーダーシップに応え、女性校長の試金石とし

ての役割期待を担う決意をした者であった。 

もう一つの山となった第Ⅱ期の 1980 年代

以降に、中・高の第１号の登用が加速した。 

その理由は、女性を巡る社会的状況の変化に

みることができよう。1970 年代以降になる

と、女性登用に反応が鈍かった中・高校で女

性の登用が加速し、1980 年代になると 9 県

すなわち 1（東京）都 4（神奈川・埼玉・千

葉・茨城）県や青森・福島・三重県・大阪府

に女性公立高校長が誕生する。1970 年代以

降の男女共同参画推進の主な動きを振り返

ってみる。国際連合は、1975 年を「国際婦

人年」と定め、世界的に女性の地位向上を図

る議論等が展開された。次いで 1976－1985

年を国際婦人年の目標達成のため「国連婦人

の 10年」とすることを宣言した。その後「男

女雇用機会均等法」は 1986年 4月に、「男女

共同参画社会基本法」は 1999年 6月に、「育

児休業法」の改正は、2002 年 2 月に公布・

施行された。このように関係国内法の整備も

進み、女性をめぐる雇用環境や社会状況は着

実に改善されつつある。これら男女共同参画

推進の一連の動きが、女性校長の登用の追い

風として機能したことが示唆される。 

③第 1号の任用状況 

 
図 2「女性公立高校長任用ゼロ県の推移（1948

－2014年度）」 

出所：文部科学省『学校基本調査報告書』各

年度版より筆者作成。 

 

図 2 にみるように、2014 年度現在、群馬

県と熊本県では女性高校長が一人も任用さ

れていない。つまり、女性校長が一人もいな

い「ゼロ県」が高校で 2県ある。因みに、2012

年度は、岩手県、群馬県、京都府の 3府県で、



2013 年度は、岩手県と群馬県の 2 県で「ゼ

ロ県」となっており、高校の場合は恒常的任

用段階には未だないことがわかる。さらに言

うと、孤軍奮闘を余儀なくされている「独り

県（女性校長がしかいない県）」が、2014年

度現在、中学校で 2（山梨、香川）県、高校

で 8（岩手、福井、山梨、三重、京都、鳥取、

島根、宮崎）府県ある。中・高校の女性校長

第 1 号が登用されて 50 年以上を経ているに

も関わらず、いわゆる「紅一点県」が中・高

校あわせて未だ 10 府県あることも指摘して

おく。 

 

（2）女性公立小・中・高校長第１号のキャ

リア 

①小学校第 1号のキャリア 

戦後すぐ（1946－1952 年）に登用された

女性小学校長第１号 68 人のデータからは、

女子師範学校卒業以上という条件が求めら

れ、高女卒は 3人と少なく、女子師範学校二

部卒より一部卒、さらには女高師卒というよ

うな高学歴な女性教師が登用されていた。 

登用ルートは、組合などのリーダー経験者

や師範学校附属小学校勤務経験者などであ

り、教職の専門性が高くリーダーシップが発

揮できるキャリアを有する者が登用されて

いた。 

②中・高第 1号のキャリア 

中・高校第 1号の場合は、次の 2点にまと

められる。 

中学校において 1947－1952年に登用され

た第 1号の中には、女高師卒が選抜されるキ

ャリア・パターンがみられ、小学校と同様、

学歴キャリアが社会的地位形成への主要な

チャンネルとして機能していたこと、加えて、

高等女学校教諭あるいは実業学校長という

キャリアを持つ、上位の学校段階勤務者が登

用されていた。 

高校第 1号については、担当教科が判明し

た 29 人中 6 割が「家庭科」の担当であり、

教科の偏りが見られた。そこには、家庭科等

の県教委指導主事等の経験者という特徴的

なキャリア・パターンがあることから、一本

釣りで登用しなければならない登用事情が

窺える。加えて、同一校での昇任人事が少な

くとも 6県で展開されていた。これらは、学

校経営上の配慮や威信確保の視点からの配

置であり、教職の専門性やリーダーシップを

発揮できるキャリアを有する者が登用され

ていったといえよう。 

 

（3）インタビュー調査協力者の語り 

公立中・高校女性校長第 1号としての役割

を担った 4人（A・B・C・D先生）の語りか

らは、次の 3つ「存在力」・「めぐり会い」・「受

容の決断の潔さ」が総合的に備わっていたこ

とが明らかになった。 

本協力者の管理職への契機となるプレ管

理職期の教職行動には「存在力」・「めぐり会

い」・「管理職へのすすめを受容する潔さ」が

必要不可欠な要素となっていたといえよう。

例えば、A先生からは「めぐり会い」を学ぶ。

「置かれた場所でいい方たちとめぐりあっ

たことが大きかった」と総括しているように、

積極的で常に前向きな仕事姿勢が女性初に

繋がったと捉えられよう。B先生には「決断

の潔さ」を学び、C先生には、時代の流れの

中で、家庭科教員としての家庭科教育観を丁

寧に発言し続けたことによる「存在力」と、

家族の後押しを得ての「決断の潔さ」が備わ

っていた。D先生は、県内における家庭科教

育の中心校で 20 年間にわたって鍛えられ、

培った専門性は、「存在力」そのものに結び

つくであろう。 

さらに言えば、既述の小学校第 1号の家庭

環境は、家族の理解と協力が得られ、物理的

にも精神的にも束縛の少ない、家庭的に比較

的恵まれた背景や環境であった。本協力者の

語りから読み取れるように、自らの職業継続

の意思を明確にするとともに、思う存分働け



る環境を作ってくれた家族の協力、温かい言

葉と家族の支え、家族の家事スキルの獲得な

どを含む家族の生活的自立も必須条件と言

ってよいだろう。 

 

（4）まとめ 

以上、第 1号として白羽の矢が立った女性

教師たちは、県や市町村の教育行政機関のリ

ーダーシップに応え、女性校長の試金石とし

ての役割を担っていったのである。小学校の

第 1号は 1946年に始まり、34年かけ全県で

出揃い、その後も全県で女性校長は登用され

ている。中学校も 1947年に始まり、48年近

くかけ第 1 号が全県に出揃い、小学校同様、

2014 年度現在、一人以上の女性の校長が全

県で任用されている。ところが、高校は 1948

年に始まり第 1 号が全県に出揃うのに 61 年

を要したものの、その後の任用状況を県別に

みると、2014 年度現在、女性校長が一人も

いない「ゼロ県」が高校で 2県となっている。

さらに言うと、中・高校の第 1号が登用され

て 67 年以上を経ているにも関わらず、孤軍

奮闘を余儀なくされている「独り県（一人し

かいない県）」が中学校で 2 県、高校で 8 府

県あることを指摘した。 

このように、依然として学校女性管理職比

率も低率段階にあるが、今後、量的拡大を図

っていくためには、女性校長第 1号たちの前

向きなキャリア形成に学ぶ点は少なくない

であろう。つまり、初任期、子育て期、中堅

期、プレ管理職期における積極的なキャリア

形成と「管理職の道へのすすめ」を簡単に拒

否しない「断らない力」が肝要となろう。 
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